憲法共同センター 26年8月スポット案

みなさん、こんにちは。私たちは、労働組合や医療、中小業者、平和、女性、青年、農民、法律家団体など、幅広い市民の皆さんとともに活動している「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」です。本日はこの場所をお借りして、憲法を守り、平和な社会を未来へ引き継ぐための宣伝行動を行い、「憲法9条の改悪に反対する請願署名」へのご協力をお願いしています。
みなさん、いま日本では、憲法がかつてないほど大きな岐路に立たされています。
高市政権は、憲法9条の改定を進める姿勢を繰り返し表明し、大軍拡を進め、長射程ミサイルの配備など、戦後の平和国家としての歩みを大きく転換する政策を進めています。
7月末、政権の骨格を示す「骨太の方針2026」が閣議決定されました。その中身は、国が兵器工場をもって、生産管理は民間に委託」すること、そして、国が前面に立って武器の生産・輸出・設備保有を一体的に担う新たな仕組みなどが明記されています。つまり、軍需産業によって経済成長させることを露骨に示したのが今回の「骨太方針」であり、日本を「死の商人国家」に変質させ、戦争状態を維持する「継戦能力」を高めようとしています。こした「骨太方針」に対し、ロイター通信は「防衛公社」だと名付けて報道しています。
　いま、私たちは、戦争につながる9条改憲はストップ！を求める署名に取り組んでいます。ぜひ、署名にご協力をお願いします。
みなさん、私たちの願いは、軍事拡大で世界の緊張を高めることではありません。戦争をしないと世界に誓った日本国憲法の理念に基づいた政治です。憲法前文は、「全世界の国民が等しく恐怖と欠乏から免れ、平和のうちに生存する権利」があると、平和的生存権を保証し、9条では、二度と国家による戦争の惨禍を繰り返さないと世界に誓っています。そして憲法25条は健康で文化的な最低限度の生活を保障し、13条は一人ひとりの幸福追求権を保障しています。いま、唯一の戦争被爆国の日本政府がやるべきことは、世界から戦争や紛争をなくし、対話で外交をすすめるために働くことです。本当の安全保障とは、飢餓や貧困に苦しむ多くの人々をなくすことです。日本では人口の0・8％しかいなくなってしまった農家に所得補償を行い、飢えのない社会を作ること、食料自給率を向上させることが急務です。そして、税金は、社会保障や教育など、暮らしにこと使うべきではないでしようか。この当たり前の願いは、日本が世界に誇る平和憲法を生かしてこそ、暮らしも平和も守ることができます。いま、多くの市民が「戦争だけは嫌だ」「子どもたちに平和な未来を残したい」という思いから、憲法9条を守る運動に立ち上がっています。
　平和な社会を願う皆さん。どうか9条署名にご協力をお願いします。一人ひとりの署名は微力かもしれません。しかし、無力ではありません。一筆一筆が戦争への道を止める大きな力になります。私たちは、戦争ではなく平和を。軍事ではなく暮らし・命を守る政治を求めます。未来の子どもたちに、平和な日本を引き継ぐために。どうか憲法9条を守る署名へのご協力をよろしくお願いいたします。ありがとうございました。
